
【「明日の京都」ビジョン】

中　期　計　画　

府民安心の再構築

◇京都府における合計特殊出生率
は、全国的な推移と同様、昭和
６０年頃から急速に低下し、平
成１６年に１．１４まで下がっ
た後、やや持ち直していますが、
全国平均を下回っており、依然
低い状況にあります。

◇不妊等の治療費用が妊娠・出産
に悩む夫婦の経済的負担を大き
くしているとともに、多くの家
庭において子育てに係る費用が
家計を圧迫しています。

○不妊等の治療に伴う経済的負担
の軽減など、子どもを授かるこ
とを応援します。

○子育て家庭への医療費の助成や
保育料の軽減などを進め、子育

て家庭の経済的な負担を軽減し
ます。

◇府内児童相談所での虐待相談件
数は、近年、大きく増加してい
ます。

◇専業主婦家庭の母親で子育ての
負担が大きいと感じる割合が高
くなっていますが、共働き家庭
の母親も「負担感大」、「負担
感中」をあわせると７割に上り、
負担を感じる割合が高くなって
います。

◇地域の絆の希薄化などにより、
子育てに関する相談相手が身近
にいないなど、子育ての孤立化
・孤独化が進んでいます。

○保健師を核とした家庭への巡回訪
問や子育て中の親同士、異世代間
のネットワークづくりを促進し、
子育て家庭の精神的な負担を軽減
します。

◇京都府全体では、保育所の定員
に対する入所児童数は約９割と
充足していますが、一部の都市
部等において待機児童が発生し
ています。

◇共働き等の世帯数は徐々に増加
しており、保育所に関する主な
ニーズとして、待機児童の解消
や延長保育、病児・病後児保育
等の更なる充実などが挙げられ
ます。

○様々な形態の保育環境の整備を促
進するなど、多様な保育のニーズ
に対応します。

◇近年、京都府では、少年人口当
たりの検挙人員や暴力行為の発
生件数が全国でも上位となって
います。

◇現代の子どもは屋外で自然体験
活動をすることが少なくなって
きており、自然体験が少ないほ
ど道徳観・正義感が弱くなると
する調査結果があります。

◇少子化や小家族化の進展、ライ
フスタイルの変化等により、青
少年が家族や友人などと一緒に
過ごす時間が短くなってきてお
り、そうした中で、孤立感・孤
独感を感じる青少年が増えてい
ます。

○子どもが自然とふれ合い、こころ
の拠り所となる人々と出会う機会
づくりを進め、子どもや青少年を
健やかに育みます。

現

状

・
課

題

対

応

方

向



◇日本の学校では、先進諸国と比
べ、教員一人あたりの児童生徒
数が多く、子ども一人ひとりに
対応した教育が行われにくい傾
向にあります。

◇日本の子どもの学力レベルは、
世界でも上位に位置しています
が、「知識」に関する力に比べ、
「知識を活用し考える力」が弱
い傾向にあり、京都府の子ども
についても同様の傾向が見られ
ます。

○一人ひとりの学力状況や課題に
応じたきめ細やかな教育を進め、
子どもの個性や能力を最大限に
伸ばします。

○基礎的な学力を身につけさせる
とともに、考える力や学ぶ意欲
を育み、学力の質を高めます。

○質の高い学力など、子どもの学
びを支える教員の資質や指導力
を向上させます。

◇近年、子どもは家でテレビを見
るなど屋内で過ごす時間が多く、
地域社会や自然の中で様々な活
動を通じて学ぶ機会が少なく
なっています。
また、宿題や家事の手伝いをす
る時間が少なくなるなど、家庭
生活の中で学ぶ機会も減少して
います。

◇京都府の子どもの体力は、昭和
５０年代と比べると依然として
低い水準にあるものの、全国的
な状況と同様に、下げ止まりの
傾向にあります。

○子どもが家庭や地域、学校で多
様な体験をする機会を充実し、
子どもの豊かな人間性を育みま
す。

○子どもの健康や体力を向上させ
る取組を充実し、子どものたく
ましく健やかな身体を育みます。

◇雇用経済状況を反映して、生活
保護や修学支援などを受ける世
帯が増加する傾向にあるととも
に、家庭の教育費負担の割合が
増大しています。

◇地域の教育力について、「以前
に比べて低下している」と感じ
る保護者が増えており、その要
因として、地域の活動に参加す
る大人が少なくなっていること
などが挙げられます。

○経済的理由により進学を断念す
ることがないよう、就・修学支
援制度の充実などにより、子ど
もが教育を受ける機会を保障し
ます。

○地域の人々が子どもの教育を支
援する取組を充実し、地域全体
で子どもを育む環境づくりを進
めます。

◇日本では、就業者のうち約半数が
大学等での再修学に意欲を持って
いますが、制度や基盤が十分でな
いためにあきらめる人が多く、大
学における社会人の割合も諸外国
に比べて低くなっています。

◇趣味を拡げ生活を豊かにすること
や健康・体力づくりを目的として
生涯学習に意欲を持つ人は７割に
上り、そのうち６割超が、自治体
や民間のカルチャーセンターなど
による講座や教室の充実を望んで
います。

○社会の成長や経済の活性化を支え
る社会人の受入れを促進するなど、
大学の機能を拡充します。

○誰もが地域の中で学びながら暮ら
せるよう、生涯を通じて自らに適
した方法で学習できるようにしま
す。
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